
「指定介護老人福祉施設」重要事項説明書 

当施設は介護保険の指定を受けています 

（栃木県指定 第０９７０７００１４２号） 

 

当施設はご契約者に対して指定介護老人福祉施設サ－ビスを提供します。施設の概要や

提供されるサ－ビスの内容、契約上ご注意いただきたいことを次のとおり説明します。 

 

＊ 当施設への入所は、原則として要介護認定の結果「要介護」と認定された方が対象と 

なります。要介護認定をまだ受けていない方でも入所は可能です。 
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1  施設経営法人 

（１）法 人 名 社会福祉法人 三光会 

（２）法人所在地 栃木県日光市倉ヶ崎６０５番地７ 

（３）電 話 番 号 ０２８８－２１－７０２０ 

（４）代 表 者 名 理事長 松田 圭助 

（５）設立年月日 平成 ９年 ８月２０日 

２ ご利用施設 

（１）施設の種類 指定介護老人福祉施設・平成１２年 ３月 １日指定 

                      栃木県高対第１０７０号 

（２）施設の目的  指定介護老人福祉施設は、介護保険法令に従い、ご契約者（利用者）

が、その有する能力に応じ可能な限り自立した日常生活を営むことが

出来るように支援することを目的として、ご契約者に日常生活を営む

ために必要な居室及び共用施設等をご利用いただき、介護福祉施設サ

－ビスを提供します。 

          この施設は、身体上又は精神上著しい障害がある為に常時の介護を

必要とし、かつ居宅においてこれを受けることが困難な方がご利用い

ただけます。 

（３）施設の名称 特別養護老人ホ－ム誠心園 

（４）施設所在地 栃木県日光市倉ヶ崎６０５番地７ 

（５）電 話 番 号 ０２８８－２１－７０２０ 

（６）管 理 者 施設長 八木澤 智和 

（７）当施設の運営方針 

・入所者一人一人の人格と人権を尊重し健康を守り、明るく、楽しく、安心して生活

出来るよう努めます。 

  ・利用者個々のケアプランを設定しＱＯＬ（生活の質）を高めるよう努めます。 

  ・施設のイメ－ジアップと介護力向上に向けて全職員に施設内外研修等を行います。 

（８）開設年月日 平成１０年 ６月 １日 

（９）入 所 定 員 ５０人 

３ 居室等の概要 

（１）居室の概要 

  当施設では以下の居室・設備をご用意しています。入居される居室は、ご契約者の心

身の状況やご希望により決定します。 

居室・設備の種類 室  数 備      考 

個室（１人部屋） １０室 

従来型個室 １人あたり１５． ０㎡（４室） 

      １人あたり１４．８６㎡（４室） 

      １人あたり１５． ６㎡（２室） 

２人部屋 ８室 多床室   １人あたり１０． ８㎡ 

４人部屋 ６室 
多床室   １人あたり１０． ７㎡（５室） 

 １人あたり１２． ６㎡（１室） 

合  計 ２４室  
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食   堂   ３室 １階、２階 

機能訓練室   １室 ２階 

浴   室   ２室 特殊浴槽、一般浴槽 

医 務 室   １室 １階 

① 上記は、厚生労働省が定める基準により、指定介護老人福祉施設に必置が義務づけら

れている施設・設備です。 

② 居室の変更：ご契約者から居室変更の希望の申し出があった場合は、居室の空き状況

又は施設の運営方針に従い、その可否を決定します。また、ご契約者の心身の状況によ

り居室を変更する場合があります。その際にはご契約者やご家族等と協議のうえ、決定

するものとします。 

③ 居室等に関する特記事項（トイレの場所（居室内、居室外）等） 

 ・全居室に洋式トイレが完備してあります。 

 ・個々のベッド脇に収納家具があります。 

 ・   〃    呼び出しボタンがありますので、ご用の方は押して下さい。 

 ・ベッド以外にも畳を用意してあります。 

 ・廊下は車椅子がゆっくりすれ違えるスペ－スが確保してあります。 

４ 職員の配置状況 

  当施設では、ご契約者に対して指定介護老人福祉施設サ－ビスを提供する職員として

以下の職種の職員を配置しています。 

職    種 職 員 数 備   考 

施設長（管理者） １名 兼務 

医 師 １名 嘱託 

生活相談員 ２名 兼務 

介護職員 ２０名以上 常勤換算 

看護職員 ４名以上 常勤換算 

介護支援専門員 １名 兼務 

機能訓練指導員 １名  

管理栄養士又は栄養士 １名  

① 各職種の職員数は厚生労働省令で定める基準より同等以上を配置しています。 

② 常勤換算：職員それぞれの週あたりの勤務延時間の総数を当施設における常勤職

員の所定勤務時間数(例：週４０時間)で除した数です。 

〈主な職種の勤務体制〉 

職 種 勤  務  体  制 

医  師 毎週 月・金曜日 

介護職員 

早 番  ７：００～１６：００ 

日 勤  ９：３０～１８：３０ 

夜 勤 １６：００～翌９：３０ 

看護職員 
早 番  ７：００～１６：００ 

遅 番  ８：４５～１７：４５ 
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５ 当施設が提供するサ－ビスについて 

(1) 食  事 

 ・当施設では、管理栄養士(栄養士)の立てる献立表により、栄養並びにご契約者の身体状

況及び嗜好を考慮した食事を提供します。また、食事から四季が感じられるような献

立をご用意するとともに、行事食・季節食・郷土食を通して利用者とのコミュニケー

ションを図ってまいります。 

(食事時間) 

朝 食： ７：３０～  昼 食： 正 午～  夕 食：１７：３０～ 

(2) 入  浴 

・入浴又は清拭をその都度行います。 

・寝たきりの方でも特殊浴槽を使用して入浴することが出来ます。 

・プライバシーに配慮します。 

(3) 排  泄 

 ・排泄の自立を促すため、ご契約者の身体能力を最大限活用した援助を行います。 

 ・プライバシーに配慮します。 

(4) 機能訓練 

 ・機能訓練指導員、看護、介護職員によりご契約者の心身等の状況に応じて、日常生活

を送るのに必要な機能回復または、その減退を防止するための機能訓練を行います。 

(5) 健康管理 

 ・医師や看護職員が、定期的な健康診断のほか健康管理を行います。 

(6) 特別行事やクラブ活動 

・様々な季節行事や定期的なクラブ活動等をとおして、入所者同士の交流を図るととも

に、生活の豊かさを味わっていただけるよう四季折々の特別行事を実施します。 

月 行事内容等 

４ 法蔵寺お花見 ドライブ 

月例クラブ活動 

華道クラブ 

書道クラブ 

茶道クラブ 

５ お食事会（外食） 

６ 宇都宮動物園見学  運動会 

７ 納涼祭 

８ 流しそうめん 

９ 花火大会 運動会 手作りおやつ 

１０ お食事会（外食） 動物園見学 

１１ 紅葉狩りドライブ 

１２ クリスマス会 餅つき大会 

１ 初詣 手打ち蕎麦食事会 書き初め 

２ 節分まめまき 手作りおやつ 

３ おひな祭りお茶会 

※ 詳細はホームページのブログをクリックしてください。 

(7) その他 

 ・寝たきり防止のため、出来る限り離床を配慮します。 

 ・清潔で快適な生活が送れるよう、適切な整容(理美容等)が行われるよう援助します。 
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６ 利用料金について 

○ サ－ビス利用料金月額（１ヶ月あたり３１日で計算） 

介護度 要介護１ 要介護２ 要介護３ 要介護４ 要介護５ 

介護報酬額月額 185,146 円 207,150 円 230,096 円 252,100 円 273,790 円 

利用料金 

1 割負担 18,515 円 20,715 円 23,010 円 25,210 円 27,379 円 

2 割負担 37,030 円 41,430 円 46,020 円 50,420 円 54,758 円 

3 割負担 55,544 円 62,145 円 69,029 円 75,630 円 82,137 円 

○ 居住費及び食費月額（１ヶ月あたり３１日で計算） 

対象者 
利用者負担

区分 

居住費 

多床室 個 室 

生活保護受給者 
第 1 段階 0 円 

11,780 円

(380 円) 

世帯全員が 

市町村民税

非課税世帯 

老齢福祉年金受給者 

課税年金収入額と合計所得金

額の合計が 80 万円以下の方 
第 2 段階 

13,330 円

（430 円） 

14,880 円

（480 円） 

利用者負担第 3 段階の方(課税

年金収入が80万円超120万円

以下の方など 

第 3 段階① 
13,330 円

（430 円） 

27,280 円

（880 円） 

利用者負担第 3 段階の方で課

税年金収入が 120 万円越えの

方など 

第 3 段階② 
16,430 円

（530 円） 

30,380 円

（980 円） 

上記以外の方 第 4 段階 
28,365 円

（915 円） 

38,161 円

（1,231 円） 

○食費月額（１ヶ月あたり３１日で計算） 

対象者 利用者負担区分 食 費 

生活保護受給者 
第 1 段階 

9,300 円      

（300 円） 

 

世帯全員が 

市町村民税

非課税世帯 

老齢福祉年金受給者 

課税年金収入額と合計所得金

額の合計が 80 万円以下の方 
第 2 段階 

12,090 円     

（390 円） 

利用者負担第３段階の方で課

税年金収入が80万円超120万

円以下の方など 

第 3 段階① 

         

21,080 円      

（680 円） 

利用者負担第３段階の方で課

税年金収入が 120 万円超の方

など 

第 3 段階② 
44,020 円  

(1,420 円)  

上記以外の方 第 4 段階 
47,895 円  

(1,545 円) 
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○ 加算料金（１日あたり） 

加算名称 介護報酬 
自己負担 

１割 ２割 ３割 

療養食加算(1 食あたり) ６０円 ６円 １２円 １８円 

サービス提供強化加算（Ⅲ） ６０円 ６円 １２円 １８円 

看護体制加算（Ⅰ） ６０円 ６円 １２円 １８円 

看護体制加算（Ⅱ） １３１円 １４円 ２７円 ４０円 

夜勤職員配置加算（Ⅰ）イ ２２３円 ２３円 ４５円 ６７円 

個別機能訓練加算(Ⅰ) １２１円 １３円 ２５円 ３７円 

栄養マネジメント強化加算 １１１円 １２円 ２３円 ３４円 

初期加算 ３０４円 ３１円 ６１円 ９２円 

安全対策体制加算(入居時) ２０２円 ２１円 ４１円 ６１円 

介護職員等特定処遇加算（Ⅱイ） 所定単位数の１５．９％を加算 

○ 短期入院又は外泊をされた場合の利用料金（１日あたり） 

加算名 介護報酬 
自己負担額 

１割 ２割 ３割 

外泊加算 ２，４９４円 ２５０円 ４９９円 ７４９円 

(1) ご契約者がまだ要介護認定を受けていない場合には、サ－ビス利用料金の全額をいっ

たんお支払いいただきます。要介護認定を受けた後、自己負担額を除く金額が介護保

険から払い戻されます(償還払い)。償還払いとなる場合、ご契約者が保険給付の申請を

行う為に必要となる事項を記載した「サ－ビス提供証明書」を交付します。 

(2) 介護保険からの給付額に変更があった場合、変更された額に合わせてご契約者の負担

額を変更します。居室と食事に係る費用について、負担限度額認定を受けている場合

には、認定証に記載している負担限度額とします。 

(3) 以下のサ－ビスは、利用料金とは別にご契約者の負担となります。 

① 特別な食事を提供した場合は、要した費用の実費  

② レクリェ－ション、クラブ活動に要した材料代等の実費 

③ 日常生活上必要となる諸費用の実費 

 ④ 貴重品管理サ－ビス 

   ご契約者の希望により、貴重品管理サ－ビスをご利用いただけます。詳細は以下の

通りです。 

《貴重品管理サ－ビスのご案内》 

一定の金額を「預かり金」としてお預かりし、医療機関の受診料やお薬代、理美容代など

の実費をご利用者に代わりお支払するサービスです。 

1. お預かり限度額 ２０，０００円まで 

事務室窓口でお預かりした金額の領収書をその都度発行します。 

2. 保管方法 

当施設の金庫に厳重保管します。 

3. 出入金記録簿及びご報告 

出入金の都度、出入金記録簿に記録し、毎月その写しをご契約者へご通知・ご報告

します。 

4. 利用料金 

５００円／月 
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 ⑤契約書第２０条に定める所定の料金 

  ご契約者が、契約終了後も居室を明け渡さない場合に、本来の契約終了日から現実に

居室が明け渡された日までの期間に係る料金（１日あたり） 

（１日当たり利用料金＋1,545 円食事代）×利用日数 

(4) 利用料金のお支払い方法（契約書第６条参照） 

利用料金は１ヶ月ごとに計算し、翌月 10 日までに請求書を以ってご請求しますので、

翌月末までに、事業者の指定する方法でお支払いください。 

(5) 医療機関のご紹介について 

  医療を必要とする場合は、ご契約者の希望により、下記協力医療機関において診療や

入院紹介を受けることが出来ます（但し、下記医療機関での優先的な診療・入院紹介を

保障するものではありません。また下記医療機関での診療・入院紹介を義務づけるもの

でもありません）。 

①協力医療機関 

医療機関の名称 今市病院 

所 在 地 日光市今市３８１     電話 ０２８８－２２－２２００ 

診 療 科 内科・外科・整形外科・泌尿器科 

②協力歯科医療機関 

医療機関の名称 柴田歯科クリニック  

所 在 地 日光市今市２７１－１５  電話 ０２８８－２１－０６０４ 

 

7 退所について 

（１）施設を退所していただく場合（契約の終了について） 

   当施設との契約では、契約が終了する期日は特に定めていません。したがって以下

のような事由が無い限り、継続してサ－ビスを利用することが出来ますが、仮にこの

ような事項に該当するに至った場合には、当施設との契約は終了し、ご契約者に退所

していただくことになります。 

① 要介護認定によりご契約者の心身の状況が自立又は要支援 1・2 と判定された場合 

② 事業者が解散した場合、破産した場合又はやむを得ない事由によりホ－ムを閉鎖

した場合 

③ 施設の滅失や重大な毀損により、ご契約者に対するサ－ビスの提供が不可能にな

った場合 

④ 当施設が介護保険の指定取消された場合又は指定を辞退した場合 

（２）ご契約者からの退所の申し出（中途解約・契約解除） 

   契約の有効期間があっても、ご契約者から当施設からの退所を申し出ることが出来

ます。その場合には、退所を希望する日の１４日前までに解約届出書をご提出下さい。 

   但し、以下の場合には即時に契約を解約・解除し施設を退所することが出来ます。 

① 介護保険給付対象外サ－ビスの利用料金の変更に同意出来ない場合 

② 施設の運営規程の変更に同意出来ない場合 

③ ご契約者が入院された場合 

④ 事業者もしくは、サ－ビス従事者が正当な理由なく本契約に定める介護福祉施設サ
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－ビスを実施しない場合 

⑤ 事業者もしくは、サ－ビス従事者が守秘義務に違反した場合 

⑥ 事業者もしくは、サ－ビス従事者が故意又は過失によりご契約者の身体・財物・信

用等を傷つけ、又は著しい不信行為、その他本契約を継続しがたい重大な事情が認め

られる場合 

⑦ 他の利用者がご契約者の身体・財物・信用等を傷つけた場合もしくは傷つける恐れ

がある場合において、事業者が適切な対応をとらない場合 

（３）事業者からの申し出により退所していただく場合（契約解除） 

   以下の事項に該当する場合には、当施設から退所していただくことがあります。 

① ご契約者が、契約締結時にその心身の状況及び病歴等の重要事項について、故意に

これを告げず、又は不実の告知を行い、その結果本契約を継続しがたい重大な事情を

生じさせた場合 

② ご契約者による、サ－ビス利用料金の支払いが２ヶ月以遅延し、相当期間を定めた

催告にも係らずこれが支払われない場合 

③ ご契約者が、故意又は重大な過失により事業者もしくは、他の利用者等の生命・身

体・財物・信用等を傷つける恐れ、傷つけ又は著しい不信行為を行うことなどによっ

て、本契約を継続しがたい重大な事情を生じさせた場合 

④ ご契約者が連続して３ヶ月以上病院又は診療所に入院すると見込まれる場合、もし

くは入院した場合 

⑤ ご契約者が介護老人保健施設に入所した場合、もしくは介護療養型医療施設に入院

した場合 

８ 契約者が病院等に入院された場合の対応について 

  当施設に入所中に、医療機関への入院が生じた場合の対応は以下の通りです。 

① 検査入院等、短期入院の場合 

  １ヶ月について６日以内（連続して７泊、複数の月にまたがる場合は１２泊）の短期

間の場合は、退院後再び施設に入所することが出来ます。 

② 上記を超える入院の場合 

  上記短期入院の期間を超える入院については、３ヶ月以内に退院された場合には、退

院後再び施設に入所することが出来ます。但し入院時に予定された退院日よりも早く

退院した場合等、退院時にホ－ムの準備が整っていない時には、併設されている短期

入所生活介護等の居室等をご利用いただく場合があります。 

③ ３ヶ月以内の退院が見込まれない場合 

  ３ヶ月以内の退院が見込まれない場合には、契約を解除する場合があります。 

  この場合には、当施設に再び優先的に入所することは出来ません。 

９ 円滑な退所のための援助について 

ご契約者が当施設を退所する場合には、ご契約者の希望により事業者はご契約者の心

身の状況、置かれている環境等を勘案し、円滑な退所のために必要な以下の援助を契約

者に対して速やかに行います。 

① 適切な病院もしくは診療所又は介護老人保健施設の紹介 

② 居宅介護支援事業者の紹介 

③ その他の保健医療サ－ビス又は福祉サ－ビスの提供者の紹介 
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１０ 身元保証人・連帯保証人について   

ご契約者は、栃木県内又はその周辺（近県を含む）に居住する身元保証人・連帯保

証人を定めるものとします。 

  （１）身元保証人は、次に定める事項について必要な行為をします。 

① ご契約者が疾病等により医療機関に入院を要する場合の諸手続き 

② ご契約者の身柄の引取り及び転居先の確保 

③ ご契約者が死亡した場合の遺体の引取り、遺留金品等の処分に関する手続き 

（２）連帯保証人は、ご契約者の債務不履行があった時に、本契約から生ずる契約者の

債務を負担するものとし、債務の元本は、ご契約者が退所又は死亡した時に確定す

るものとします。 

（３）前項の連帯保証人の負担は、極度額 1,000,000円を限度とします。 

（４）連帯保証人から請求があった時は、事業者は遅延なく利用料等の支払い状況や滞

納金の額、損害賠償の額等、ご契約者のすべての債務の額等に関する情報を提供し

ます。 

１１ 身元保証人・連帯保証人の変更 

（１）身元保証人・連帯保証人の住所又は氏名を変更したときは、その旨を事業者に対

して速やかに通知するものとします。 

（２）ご契約者は、身元保証人・連帯保証人が死亡もしくは資格を喪失したときは、そ

の旨を直ちに事業者に通知し、新たに身元保証人・連帯保証人を立てるものとしま

す。 

１２ 身元保証人のいない場合 

（１）事業者は、前１０項による身元保証人を立てがたい、真にやむを得ない特別の事

情があると認められるときは、身元保証人を立てないことを承認することができま

す。 

（２）前項により契約者が身元保証人を立てない場合は、次に定める事項について事業

者の指示に従うものとし、別に契約者、事業者間において書面を取り交わします。 

① ご契約者の事業者に対する債務履行の確保に必要な措置 

② ご契約者が医療機関に入院を要する場合の入院承諾並びに入院等の確保に必要

な措置 

③ 死亡した場合における葬儀、遺骨の埋葬、遺留金品に関する必要な措置 

１３ 個人情報の使用の同意について 

   特別養護老人ホ－ム誠心園職員及び介護サ－ビス担当職員が、業務上知り得た契約

者（契約者本人及びその家族）の個人情報については、次に記載するところにより必

要最小限の範囲内で関係者各位へ情報提供することに同意します。 

（１）個人情報を提供する目的 

  ① 利用者の為の施設サ－ビス計画に沿って円滑に介護サ－ビス提供が出来るよう実

施される介護サ－ビス担当者会議。また介護サ－ビス担当職員との連絡、情報交換

等において必要な場合。 

  ② 利用者の容態が急変または事故により怪我をした場合等、病院等において適切な

治療を受ける場合。 

（２）個人情報提供の条件 
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  ① 個人情報提供は必要最小限とし、提供に当たっては関係者以外の方に漏れること

のないよう細心の注意を払います。 

  ② 個人情報を提供した会議、相手方、内容等の経過を記録しておきます。 

《個人情報相談窓口担当者》 

〈職 名〉 生活相談員  〈氏 名〉 手塚 裕子、佐藤 隆 

１４ 提供するサービスの第三者評価の実施状況について 

当事業所において提供するサービスの第三者評価の実施状況については、以下の

とおりです 

（１） 評価期間 平成２９年８月３日～平成２９年１２月１９日 

（２） 第三者評価機関名 特定非営利活動法人 ライフサポート樂樂 

（３） 第三者評価実施済証交付年月日 平成３０年２月２０日 

（４） 評価結果の開示状況 とちぎ福祉サービス第三者評価推進機構ホームページに評価 

結果を公表 

１５ 苦情の受付について 

（１）当施設における苦情の受付 

  当施設における苦情やご相談は以下の専用窓口で受け付けます。 

《苦情受付担当者》 

〈職 名〉 生活相談員  〈氏 名〉 手塚 裕子、佐藤 隆 

 また、苦情受付ボックスをお知らコーナー、事務所脇に設置しています。 

（２）苦情受付第三者委員 

 公平中立な立場で、苦情を受け付け相談にのっていただける委員です。 

《苦情受付第三者委員》 

福田 春人   電話番号 ０９０-２４９９-３７５３ 

松本 幸子   電話番号 ０２８８－２６－８４０４ 

（３）行政機関その他の苦情受付機関 

日光市役所 健康福祉部 

    高齢福祉課 

所 在 地 日光市今市本町１ 

電 話 ２１－５１００ 

受付時間 午前 ８時３０分～１７時００分 

毎週 月～金（年末年始を除く） 

栃木県運営適正化委員会 

所 在 地 宇都宮市若草１－１０－６ 

 とちぎ福祉プラザ内 

電  話 ０２８－６２２－２９４１ 

 ＦＡＸ ０２８－６２１－５２９８ 

 Ｅメール asu.sw@dream.ocn.ne.jp 

相談時間 月曜日～金曜日 午前９時～午後４時 

（祝日・年末年始を除く） 

mailto:asu.sw@dream.ocn.ne.jp
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栃木県国民健康保険団体連

合会 

所 在 地 宇都宮市本町３－９  

電  話 ０２８－６２３－５４００ 

受付時間 毎週月～金 （年末年始除く） 

午前 ９時００分～午後 ５時００分 

１６ 緊急時の対応について 

自然災害や火災及びご契約者の急変時など緊急時には、当施設の「自然災害対応マ

ニュアル」や「消防計画」及び「緊急時対応マニュアル」等に従って迅速に対応する

こととしております。 

１７ 衛生管理等について 

（１）提供する施設、設備及び備品又は飲用に供する水について、衛生的な管理に努め、

又は衛生上必要な措置を講ずるとともに、医薬品及び医療用具の管理を適正に行い

ます。 

（２）感染症が発生し又はまん延しないように次の各号に掲げる措置を講じます。 

① 感染症の予防及びまん延の防止のための対策を検討する委員会を開催するとと

もに、その結果について、従業者に周知徹底を図ります。 

② 感染症の予防及びまん延の防止のための指針を整備します。 

③ 従業者に対し、感染症の予防及びまん延の防止のための研修及び訓練を定期的

に実施します。 

１８ 事故発生の防止及び発生時の対応について 

（１）事故の発生又はその再発を防止するため、次の各号に定める措置を講じます。 

① 事故が発生した場合の対応、事故発生の防止のための指針を整備します。 

② 事故が発生した場合又はそれに至る危険性がある事態が生じた場合には、当該

事実が報告され、その分析を通じた改善策を従業者に周知徹底する体制を整備

します。 

③ 事故発生の防止のための委員会及び従業者に対する研修を定期的に行います。 

④ ①から③までの措置を適切に実施するための担当者を設置します。 

（２）利用者に対するサービスの提供により事故が発生した場合は、速やかに、市町村、

入所者の家族等に連絡を行うとともに、必要な措置を講じます。 

（３）事故の状況及び事故に際してとった処置について記録します。 

（４）利用者に対するサービスの提供により賠償すべき事故が発生した場合は、損害賠

償を速やかに行います。 

１９ 虐待防止措置について 

（１）当施設は、利用者の人権の擁護、虐待の発生又はその再発を防止するため次の措

置を講じます。 

① 虐待防止のための対策を検討する委員会を定期的に開催するとともに、その結

果について従業者に周知徹底を図ります。 

② 虐待防止のための指針を整備します。 

③ 虐待を防止するための定期的な研修を実施します。 

④ ①から③までの措置を適切に実施するための担当者を配置します。 

（２）サービス提供中に施設従業者又は養護者（入所者の家族等高齢者を現に養護する

者）による虐待を受けたと思われる利用者を発見した場合は、速やかに、これを市
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町村に通報します。 

２０ 身体拘束防止について 

（１）利用者に対する身体的拘束その他行動を制限する行為は行いません。 

ただし、利用者自身又は他の利用等の生命又は身体を保護するため緊急やむを得

ない場合には、身体拘束の内容、目的、理由、拘束の時間、時間帯、期間等を記載

した説明書、経過観察記録、検討記録等記録の整備や適正な手続きにより身体等の

拘束を行う場合があります。 

（２）身体的拘束等の適正化を図るため、次に掲げる措置を講じます。 

① 身体的拘束等の適正化のための対策を検討する委員会を開催するとともに、そ

の結果について、介護職員その他の従業者に周知徹底を図ります。 

② 身体的拘束等の適正化のための指針を整備します。 

③ 介護職員その他の従業者に対し、身体的拘束等の適正化のための研修を定期的

に実施します。 

２１ 業務継続計画の策定等について 

（１）感染症や非常災害の発生時において、利用者に対する指定介護福祉施設サービス

の提供を継続的に実施するため、非常時の体制で早期の業務再開を図るための計画

（以下「業務継続計画」という。）を策定し、当該業務継続計画に従い必要な措置

を講じます。 

（２）従業者に対し、業務継続計画について周知するとともに、必要な研修及び訓練を

定期的に実施します。 

（３）当施設は、定期的に業務継続計画の見直しを行い、必要に応じて業務継続計画の

変更を行います。 

２２ ハラスメント対策の強化 

（１）本事業所は、適切な本サービスの提供を確保する観点から、職場において行われ

る性的な言動または優越的な関係を背景にした言動であって、業務上必要かつ相当

な範囲を超えたものにより従業者の就業環境が害されることを防止するための方針

の明確化等の必要な措置を講じる。 

（２）お客様またはそのご家族等による本事業所の従業者への身体的暴力・精神的暴力

やセクシュアルハラスメントがなされた場合、当該従業者ないし本事業所がお客様

へサービスを提供することができなくなり、契約の解除等を行う場合がある。 

① 身体暴力とは、身体的な力を使って危害を及ぼす行為を、精神的暴力とは個人の

尊厳や人格を言葉や態度によって傷つけたり、おとしめたりする行為をいう。 

② セクシュアルハラスメントとは、意に添わない性的誘いかけ、好意的態度の要求

等、性的な嫌がらせをいう。 
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指定介護老人福祉施設サ－ビスの提供の開始に際し、本書面に基づき重要事項の説明

を行いました。 

 

 

 

  令和   年  月  日 

 

  説明者職名    生活相談員     氏 名    手塚 裕子     印 

 

 

  私は、本書面に基づいて事業者から重要事項の説明を受け、内容に同意し受領致しま

した。 

 

  令和  年  月  日 

   

 

利用者住所              氏 名              印 

  

  代理人住所              氏 名              印 

（身元保証人）             利用者との関係（          ） 

 

 連帯保証人住所              氏 名              印 

                     利用者との関係（          ） 
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〈重要事項説明書付属文書〉 

１ 施設の概要 

（１）建物の構造  鉄筋コンクリ－ト造陸屋根１部カラ－鋼板横葺２階建 

（２）建物の延べ面積 ２．９００㎡ 

（３）併設事業 

〔短期入所生活介護〕平成１２年 ３月 １日指定 栃木県高対第 1079 号 定員 10 人 

〔介護予防短期入所生活介護〕平成１８年 ４月 １日指定 

〔通 所 介 護〕平成１２年 １月１７日指定 栃木県高対第 1063 号 定員 25 人 

〔介護予防通所介護〕平成１８年 ４月 １日指定 栃木県指令西健福第 18-35 号 

〔居宅介護支援事業〕平成１１年１２月 １日指定 栃木県高対第 1052 号 

〔訪 問 介 護〕平成１２年 １月１７日指定 栃木県高対第 1063 号 

〔介護予防訪問介護〕平成１８年 ４月 1 日指定 栃木県指令西健福第 18-34 号 

（４）施設の周辺環境 

  日光連山を一望でき、建物は東向きに建てられているので、朝日が最も早く差し込み

ます。周辺は水田が広がり、また原野に囲まれ湧水が豊富に流れ、花と緑に囲まれた自

然豊かなところにある施設です。国道よりはかなり離れているので静かでもあります。 

２ 職員の職種 

生 活 相 談 員 …ご契約者の日常生活上の相談に応じ、適宜生活支援を行います。 

介護支援専門員…ご契約者の日常生活上及び身体状況に合わせ、ケアプランの立案を行

います。 

医    師 …ご契約者に対して健康管理及び療養上の指導を行います。 

介 護 職 員 …ご契約者の日常生活上の介護並びに健康保持のための相談・助言等を

行います。 

看 護 職 員 …主にご契約者の健康管理や療養上の世話を行いますが、日常生活上の 

介護、介助等も行います。 

機能訓練指導員…ご契約者の日常的な機能訓練を行います。         

３ 契約締結からサ－ビス提供までの流れ 

  ご契約者に対する具体的なサ－ビス内容やサ－ビス提供方針については、入所後作成

する「施設サ－ビス計画（ケアプラン）」に定めます。「施設サ－ビス計画（ケアプラン）」 

 の作成及びその変更は次の通り行います。 

①当施設の介護支援専門員（ケアマネ－ジャ－）に施設サ－ビス計画の原案

作成やそのために必要な調査等の業務を担当させます。 

↓ 

②その担当者は、施設サ－ビス計画の原案について、ご契約者及びその他の

家族等に対して説明し同意を得た上で決定します。 

↓ 

③施設サ－ビス計画は、状態に合わせて３～６ヶ月に一回もしくは、ご契約

者及びその家族等の要請に応じて、変更の必要があるかどうかを確認し、変

更の必要がある場合には、ご契約者及びその家族等と協議して、施設サ－ビ

ス計画を変更します。 

 



 - 14 - 

↓ 

④施設サ－ビス計画が変更された場合には、ご契約者に対して書面を交付し、

その内容を確認していたたぎます。 

 

４ サ－ビス提供における事業者の義務 

  当施設は、ご契約者に対してサ－ビスを提供するにあたって次ことを守ります。 

① ご契約者の生命・身体・財産の安全確保に配慮します 

② ご契約者の体調、健康状態からみて必要な場合には、医師又は看護職員と連携の上、

ご契約者から聴取、確認します。 

③ 非常災害に関する具体的計画を策定するとともに、ご契約者に対して定期的に非

難・救出その他必要な訓練を行います。 

④ ご契約者が受けている要介護認定の有効期間満了日の３０日前までに、要介護認定

の更新の申請に必要な援助を行います。 

⑤ ご契約者に提供したサ－ビスについて記録を作成し、２年間保管するとともにご契

約者又は代理人の請求に応じて閲覧させ複写物を交付します。 

⑥ ご契約者に対する身体拘束その他行動を制限する行為を行いません。但し、ご契約

者又は他の利用者等の生命・身体を保護するために緊急やむを得ない場合には、記

録を記載するなど、適正な手続きにより身体等を拘束する場合があります。 

⑦ 事業者及びサ－ビス従事者又は従業員は、サ－ビスを提供するにあたって知り得た

ご契約者又はご家族等に関する事項を正当な理由無く第三者に漏洩しません（守秘

義務）。但し、ご契約者に緊急な医療上の必要性がある場合には、医療機関等にご契

約者の心身等の情報を提供します。 

５ 施設利用の留意事項 

   当施設のご利用にあたって、施設に入所されている利用者の共同生活の場として快

適性・安全性を確保するため、下記の事項をお守り下さい。 

（１）面 会 

   面会時間  毎日 午前 ８時３０分～午後 ７時００分 

   ※ 上記面会時間以外の場合は、玄関脇に設置してあるインタ－ホンにてお知らせ

ください。 

   ※ 面会時は必ず事務所前に設置してある面会簿にご記入ください。 

（２）外出・外泊 

    外出・外泊をされる場合は事前にお申し出下さい。 

（３）食 事 

    食事が不要な場合は前日までにお申し出下さい。 

（４）施設・設備の使用上の注意 

   ① 居室及び共用施設、敷地をその本来の用途に従って利用して下さい。 

   ② 故意に、又はわずかな注意を払えば避けられたにも係らず、施設・設備を壊し

たり、汚したりした場合には、ご契約者に自己負担により現状に復していただく

か、又は相当の代価をお支払いいただく場合があります。 

③ ご契約者に対するサ－ビスの実施及び安全衛生上等の管理上の必要があると認

められる場合には、ご契約者の居室内に立ち入り、必要な措置を取ることが出来
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るものとします。但しその場合ご本人のプライバシ－等の保護について、十分な

配慮を行います。 

④ 当施設の職員や他の入所者に対し、迷惑を及ぼすような宗教活動、政治活動、営

利活動を行うことは出来ません。 

（５）喫 煙 

   施設内での喫煙は出来ません。 

６ 損害賠償 

当施設において、事業者の責任によりご契約者に生じた損害については、事業者は

速みやかにその損害を賠償いたします。守秘義務に違反した場合も同様とします。 

但し、その損害の発生について、契約者に故意又は過失が認められる場合には契約

者の置かれた心身の状況を斟酌して相当と認められる場合には、事業者の損害賠償責

任を免じる場合があります 


